
















Child sex tourism is a type of commercial sexual exploitation of children and is a lucra-
tive and ubiquitous practice affecting millions of children worldwide, every year.
In 2005, the Code of Conduct for the Protection of Children from Sexual Exploitation in
Travel and Tourism was drawn up in Japan. It invites travel companies to become incorpo-
rated into its ethical policy guidelines for the fight against child sex tourism.
This paper focuses on the travel industry in Japan to examine the existing conditions and
difficulties in implementing the Code of Conduct, and to suggest some remedies for
improving its activities.
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ども買春防止のための旅行・観光業界行動倫理規範」 (the Code of Conduct for the Protection of



























として開始された「アジア観光におけ石子ども買春をなくす国際キャンペーン」 (EndChild Prostitution in AsianTourism)を
前身とし'た国際NGOである1996年に、買春の他にも児童ポルノや性的目的の人身売買等を含め'た子どもの商業的性的搾






































































































































































































































































































































































41) D.Stone. `'Introduction: Global Knowledge and Advocacy Networks ', Global Networks Vol.2 no.l, 2002, p6.
子ども買春観光の撲滅に向けて
提言3 : 「旅行企業内での経営戦時としてのCP活動」
現時点で、旅行業界がcpに迅速かつ主体的に取り組んでいる印象は薄い。 CPをより痩極的に展
開するには、 cpをcsRの一環と位置づけ、戦略的計画のもと実施する必要があるo
まず、戦略的活動展開を可能にする前提として、 CPに対する旅行企業の認識を変化させる必要
がある。現在のところ旅行企業の中では、 cp活動はコストであり、企業にとって利潤に繋がるも
のではないとの認識が根強い42)
しかし、 CPの対象となる子ども買春観光は、国際的に認識された深刻な問題である。したがっ
て、 CP参加を通じて子ども買春観光撲滅の活動を行っている事実を表明することは、 csRを重視す
る近年の社会的動向を勘案すると、旅行業界にとってはプラスの創出となる。即ちcpは、参加を
表明した旅行企業の社会的評価を向上させ、自社の利益に直結する取り組みとなる。この認識を持
ち長期的視野に立ってCP活動を行うことで、旅行企業の本来の目的である利益追求とcp活動との
両立が可能となり、 cp活動が、旅行企業の通常業務の一環と位置づけられると考えられる。
こうしてCP活動が、旅行企業内で経営戦略の重要要素として展開されるに至った後は、実際に
行われたcp活動を適切に評価し、その後の活動改善に活用することも必要となる。
更に、旅行企業の自主的参加による運営も、 cp活動を戦略的に行うには望ましい。 CP推進には
継続怪と地道な努力が不可欠であり、そのために各旅行企業が、各々の多様な環境を反映した最適
の活動を展開する必要がある。旅行企業に何らかの強制や規制を行うならば、この継続性に支障が
及び、 cp全体にとってかえって逆効果となる可能性がある。この点より、旅行企業の自主的活動
は、今後も保証されるべきと考える。ただし、活動状況の芳しくない旅行企業を具体的活動の実施
へと導くには、ある一定期間に何ら活動が観察されなければ、その企業をcpから除名する等、強
制力を伴う措置を講じる必要もあろう。
CPの戦略的展開のためには、以上のような旅行業界内での活動改善だけでなく、 cpに対する社
会全体の意識改革も重要となる43)社会全体への子ども買春観光の実態把糎を促進させ、 cp参加の
事実が、旅行者として旅行企業を選択する際の基準として勘案される状況を作り出す必要がある。
そのためには、旅行企業による活動だけでなく、 ECPATやJATA等その他のアクターからの社会へ
の啓発活動なども併用すべきである。
以上、現在での日本のCPは、その協働ネットワークの構成についても、個々の旅行企業の取り
組み内容についても様々な課題を抱えており、十分に機能しているとは言い難い。今後は、 cpが
一過性のものとならないため、旅行業界をはじめ多様なアクターが強固なパートナーシップを構築
し、実行可能な活動から地道に取り組む姿勢が期待される。
42)例えば、 2006年10月27日にインタビューを実施したジャパングレイスも、同様の指摘をしていた。
43) 2006年10月170Iこインタビューを行ったJATAからも、特に若者には子ども買春観光の事実がほとんど把超されていないと
いう回答が得られている。
